
令和７年度入所用

●地域保育所について

○ 地域保育所とは

○ 入所できる児童は

○ 保育時間について

　午前８時から午後５時30分までお預かりします。

●保育料の算定方法について

○

【8月】 【9月】

・ 前年度市町村民税：前々年１月～１２月までの収入等に基づき決定されます。

・ 今年度市町村民税：前年１月～１２月までの収入等に基づき決定されます。

○

※ 市町村民税所得割額について

 ・ 所得割額 → 前年中の所得の額に応じて負担するもの

 ・ 均等割額 → 市町村民全員に均等に負担していただくもの（一定の所得以下はかからない場合有）

市町村民税とは，各市町村に住む一定の所得がある個人にかかる税金で，均等の額を納める均等割

額と，所得金額に応じて納める所得割額から構成されています。

地域保育所の保育料について

保育料は、市町村民税の課税状況で決定し、算定に用いる課税年度は毎年９月に更新します。

【4月】 【3月】

前年度市町村民税に基づく保育料 今年度市町村民税に基づく保育料

農山村地域において、子どもに必要な保育を行い福祉の増進を図ることを目的として、旭川市が設置し

た９施設を地域保育所と称しています。

北海道知事の認可を受けた一般財団法人旭川保育協会が、旭川市から指定管理者として指定を受け

て管理運営をおこない、旭川市における保育行政の一端を担っています。

入所年度４月１日現在で、就学前の３歳以上の児童を対象としています。２歳児については、各地域保

育所にご相談ください。

保育料は、主に保護者の市町村民税の所得割額を合計し決定しますが、保護者と同居している扶養義

務者(子供から見た民法上の扶養義務者であって、家計の主宰者である者をいいます)の市町村民税の

所得割額との合計で決定する場合もあります。

地域保育所の保育料について

1 



令和７年度入所用

●地域保育所保育料表

○

A
生活保護世帯及び中国残留邦
人等支援法による被支援世帯

　　　  ０円

B
A階層を除き，市町村民税が非
課税の世帯

C1 A階層・B階
層を除き，
市町村民
税の所得
割額が次
の区分に
該当する世
帯

C2

C3

C10

C4

C5

C6

C7

C8

C9

１４０，０００円以上 ２２，２００円

１６３，０００円未満 （５，５５０円）

１６３，０００円以上 ２４，４００円

１９３，５００円未満 （６，１００円）

６９，０００円以上 １１，１００円

８７，０００円未満 （２，７７０円）

８７，０００円以上 １４，１００円

C11

C12

C13 ４１５，０００円以上

所得割額５７，７００円未満の多子軽減、ひとり親世帯等への軽減措置は、３歳児以上及び家庭において

必要な保育を受けることが困難である３歳未満児が対象です。家庭において必要な保育を受けることが

困難であると認定される条件は３ページの通りです。認定にあたっては、５ページ記載の書類を提出して

いただきます。

３６０，０００円以上 ２６，７００円

４１５，０００円未満 （６，６７０円）

２７，６００円

（６，９００円）

５３，０００円以上 ８，５００円

６９，０００円未満 （２，１２０円）

２５４，０００円未満 （６，３００円）

２５４，０００円以上 ２５，９００円

３６０，０００円未満 （６，４７０円）

１９３，５００円以上 ２５，２００円

１０５，０００円未満 （３，５２０円）

１０５，０００円以上 １８，０００円

１２３，０００円未満 （４，５００円）

１２３，０００円以上 ２０，１００円

１４０，０００円未満 （５，０２０円）

（　　　　０円）

４８，６００円未満 ４，３００円

（１，０７０円）

４８，６００円以上 ６，２００円

５３，０００円未満

世帯の階層区分 保育料額

１，２００円

（１，５５０円）

●多子軽減●
保護者と同一世帯に小学校就学前の地

域保育所や認可保育所等を利用してい

る子どもが２人以上いる場合、そのうち

年齢の高い子どもから数えて第２子目の

子どもの保育料は（ ）内の額、第３子目

以降は０円になります。

●多子軽減●
Ｂランク又はＣ１～Ｃ３ランク（所得割

５７，７００円未満）であって、保護者と生

計を一にする子ども(年齢は問いません)

が２人以上いる場合、そのうち年齢の高

い子どもから数えて第２子目の子どもの

保育料は（ ）内の額、第３子目以降は０

円になります。

● ひとり親世帯等への軽減●
ひとり親世帯や障害者手帳等を有する

者がいる世帯であれば、Ｂランクの場合

保育料は０円、Ｃ１～Ｃ４ランク（所得割

７７，１０１円未満）であれば１，２００円

になります。

また、保護者と生計を一にする子ども

（年齢は問いません）が２人以上いる場

合、そのうち年齢の高い子どもから数え

て第２子目以降の保育料は０円になり

ます。
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令和７年度入所用

（家庭において必要な保育を受けることが困難であると認定される条件）

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

●月の途中で入所又は退所した場合の保育料について

○ 月の途中で入所又は退所した場合は、日割り計算します。

●保育料決定の為の必要書類と市町村民税所得割額の確認方法について

○

例）「市民税所得割額」70,000円＋「住宅借入金等特別控除税額控除」市民税分の控除額15,000円

＝  合計　８５，０００円　→　保育料認定に使用する所得割額

① 「給与所得等に係る市民税・道民税・森林環境税　特別徴収税額の決定・変更通知書

　計算式＝保育料×｛在籍日数（２５日を超えるときは２５日）/２５日｝

保育料は次の①～③のいずれかの書類の太枠部分に記載されている所得割額を確認し、住宅借入金

等特別税額控除、配当控除、寄附金税額控除、外国税額控除、配当割額・株式等譲渡所得割額控除に

よって減税されている方の所得割額は、これらの金額を足し戻した額で決定します。また、札幌市等の政

令指定都市から転入された方については、政令指定都市以外の自治体と同様の計算方法にて割り出さ

れた所得割額の金額を使用して保育料を決定します。

なお、原則として①または②の書類の写しを提出（兄弟入所時は世帯で一部で構いません）していただ

き、お持ちでない場合は③を提出してください。

月60時間以上親族等を常時介護又は看護していること。

月60時間以上就学・職業訓練をしていること。

震災・風水害・火災・その他の災害の復旧に当たっていること。

その他理事長が必要と認めた事情があること。

※在籍日数から日曜、祝日は除く

会社・官公庁に勤務し、給与から住民税が差し引かれている場合に、課税年度の５・６月頃に勤務
先から配付される通知書です。

月60時間以上就労することを常態としていること。

妊娠中又は出産後間もないこと（認定の有効期限は概ね産前６週間から産後８週間）。

長期にわたり、病気・負傷・心身に障害があること。

住宅借入金等特別税額控除等は、市民税15,000円、道民税9,000円です。

調整控除など他の税額控除額と合計し、本通知の「税額控除額⑤」欄に記載しています。

70,000
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令和７年度入所用

② 「市民税・道民税・森林環境税　課税明細書」

③ 「市・道民税　所得・課税証明書（森林環境税　課税証明書）」

※

※

　課税年度前年度の１月１日時点で住民登録をしていた市町村に交付請求して得られる証明書です。

旭川市民であれば、「市・道民税証明（所得証明等）・納税証明等交付請求書」を使用することで交

付手数料が免除になります。証明書請求の際は，窓口に来ている方の本人確認書類（免許証や保険

証）が必要です。また、本人以外の方が交付請求される場合は、「委任状」が必要になります。（共に

各地域保育所で用紙を配布しています。）

市・道民税　所得・課税証明書（森林環境税　課税証明書）」提出の場合、「住宅借入金等特別税額控

除」、「配当控除」、「寄附金控除」等の税額控除額が表示されない場合がありますので、市町村民税

が非課税の方以外は税額控除額の有無を市町村へ確認する必要がある場合があります。

自営業等で納付書で住民税を収めている場合に、課税年度の６月頃に市町村から郵送される通知
書です。

証明についてのお問い合わせは、旭川市税務部税制課諸税係（２５－５６０４）までお願いします。

15,000

70,000

4 



令和７年度入所用

旭川市の方　　→　

他市町村の方 →　 　　　　　　　　　　　　へ確認してください。

※ 下記の書類は対象の方のみ必要です。

○ 生活保護世帯であることを確認するための書類

① 生活保護受給証明書（原本）

○ 保育料軽減に係る書類

① 認可保育所等を利用している子どもがいることを確認できる書類（多子軽減時）

② ひとり親世帯等医療費受給者証の写し（ひとり親世帯等の軽減時）

③ 身体障害者手帳等の写し（ひとり親世帯等の軽減時）

④ 家庭において必要な保育を受けることが困難であることが確認できる書類（３歳未満児の軽減時）

●幼児教育・保育の無償化について

○

○

令和元年１０月１日より幼児教育・保育の無償化が開始されました。保育の必要性のある４月１日時点で

３歳未満の市町村民税非課税世帯の子どもたちの保育料が月額４２，０００円まで、保育の必要性のある

４月１日時点で３歳から５歳までの子どもたちの保育料が月額３７，０００円まで無償化されます。

無償化対象金額の範囲内であれば、複数サービス（一時預かり事業・病児保育事業・ファミリーサポート

センター事業等）との併用が可能です。

診断書又は母子手帳等 診断書→医療機関

母子手帳等→本人

妊娠・出産の方

（会社員・パート・アルバイト等）

証明→施設長

記入→本人

内職をされている方 内職証明書【配布】 取引先又は施設長

学校・職業訓練所等 通学申立書【配布】 通学申立書→本人　

事業を営んでいる方

就労証明書【配布】
※自営業を営んでいることを証明
する書類の添付が必要。例:開業届
出書等。証明する書類がない場
合，保育所等利用に係る状況確認
願で，就労証明書の内容を施設長
が確認した証明が必要。

②それ以外の方 病気･出産申立書【配布】 病気･出産申立書→本人

に通っている方 在学証明書 在学証明書→学校・職業訓練所等

御自身が病気の方

病気の親族等 病気看護(介護)申立書【配布】 病気看護(介護)申立書→本人

を看護（介護）している方 診断書等 診断書等→医療機関等

病気･出産申立書【配布】
診断書等
※診断書には、病名の他
に、「自宅保育が困難」とす
る医師の証明が必要。

病気･出産申立書→本人
診断書等→医療機関等

会社勤めの方 就労証明書【配布】 勤務先

令和４年途中より税額控除の内訳も記載される書式に変更された為、「その他の
税額控除」が０円でない方についてのみ「その他の税額控除」の内訳を確認します
ので、各地域保育所で配付の「同意書」を各地域保育所へ提出してください。

所得・課税証明書へ税額控除額を記入する等、各市町村で対応が異なりますの
で、該当市町村へ確認してください。

①会社勤めの方 産前産後休暇取得証明書【配布】 勤務先

保護者等の状況 必要な書類 証明者又は記入者
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令和７年度入所用

○

○

※

●お問い合わせについて

無償化の対象となるためには、お住まいの市町村に必要書類を提出して、「保育の必要性の認定」を受

ける必要があります。旭川市にお住まいの方は、通われる地域保育所を経由しての申請となりますが、旭

川市以外にお住まいの方は居住する市町村にご確認ください。

無償化手続きのご案内や「保育の必要性の認定」に係る書類は各地域保育所で配布いたしますので、詳

細はご確認ください。

保育の無償化についてのお問い合わせは、旭川市子育て支援部こども育成課こども育成係

（２５－９８４４）までお願いします。

ご不明な点がございましたら，一般財団法人旭川保育協会にお問い合わせください。
● 一般財団法人旭川保育協会 ＴＥＬ ： ２２－９１１６
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